
                       処遇首席指示 

                             第 ２ 号  

指導首席指示  

                       平成２４年８月２９日 

 

                   

   死刑確定者の余暇活動の援助等に関する物品の貸与手続について 

 平成１９年６月１日付け達示第５２号「死刑確定者処遇規程の制定について」

（平成２３年６月１日一部改正）第４条に規定されている標記について，下記の

とおり貸与手続を定めるので了知されたい。 

記 

１ 貸与物品の種類（死刑確定者処遇規程第４条に定めのある物品） 

（１）花瓶 

（２）将棋の駒，将棋盤（板目紙），駒の収納容器（含む教本） 

（３）碁石，碁盤（板目紙），碁石の収納容器（含む教本） 

２ 貸与手続 

（１）出願 

死刑確定者から，貸与物品についての貸与希望があった場合は，願箋によ

り出願させ，処遇部門において，貸与の許否を判断し，許可相当の場合は，

指導部門（教育）に回付する。 

貸与の許否判断に当たっては，その物品を貸与することにより，当所の規

律及び秩序その他管理運営上支障を生ずるおそれがなく，当該死刑確定者の

心情安定に資すると認められる場合に許可することができるものとする。 

なお，花瓶については，当該死刑確定者が生花を購入し，又は差入れされ

たときに限り出願できることとするが，花瓶は自弁を許すことができる物品

であることから，当該死刑確定者が領置金を有する場合は，できるだけ自弁

品として購入するよう指導するものとする。 

（２）願箋処理 

指導部門（教育）担当者は，「死刑確定者貸与・期間更新願いについて」（別

紙１）を作成し，指導首席決裁の上，貸与期間を明記した小票（別紙２）を

貸与物品に貼付し，当該死刑確定者の居室棟担当者に回付する（在庫がない
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場合は，その旨，処遇部門に連絡する。）。 

（３）貸与中の表示について 

   当該死刑確定者に対し，物品を貸与した際は，貸与中であることを明確に

するため，居室扉にマグネットを表示する。 

（４）貸与期間 

６か月間とする。 

（５）更新 

貸与期間の更新の際は，願箋により出願させ，処遇部門において，更新の

許否を判断し，許可相当の場合は，指導部門（教育）に回付する。 

なお，更新する際は，貸与物品を一旦指導部門（教育）に返戻させる。指

導部門（教育）担当者は，貸与物品について破損等がないか必要な検査を行

い，支障がなければ，２（２）と同様の手続により，当該死刑確定者の居室

棟担当者に回付する。 

３ 注意事項について 

（１）貸与物品を目的外に使用させないこと。 

（２）貸与物品は，丁寧に扱わせること。 

（３）貸与物品を損壊させた場合は，速やかに引き上げ，指導部門（教育）に回

付すること。 
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平成  年  月  日付処理 

 

 

死刑確定者○○○○の貸与・期間更新・返納願について 

 

居 室 氏 名 教 本 ※物品名 ※物品名 

棟  階  室     

 

 

   ※複数名が同時期に貸与等する場合は，表を追加する。 

   ※貸与する具体的な内容を記載する。 

    （例） 

     官本題名： ①基本死活辞典 上巻 

     官本題名： ②基本置碁辞典 下巻  合計 ２冊 

     碁  石： 白・黒各 １５０個 

 

 以上 ○名が貸与・期間更新を申し出たため，平成○年○月○日から，平成○年○月○日 

までの６か月間貸与します。 

教育係 ○○ 

 

 

貸与期間：６か月ごとの更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

 

 

          （貸与期間を明記した小票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （教本貼付用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 貸与期間（６か月）NO○ 

年  月  日 まで 

  年  月  日 まで 

  年  月  日 まで 

  年  月  日 まで 

教 本 貸 与  許 可 書 

 

 

居 室 棟 階 室 

番 号      番 

姓 ○ ○ 

貸与期間 

 

 

平成 年 月 日から 

平成 年 月 日まで 


